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起人会 (以

1)

SIanart Welness C■ y古長1,「 究会

卜,SWCイリF先会)Jが開かれた (朽 :

SWCTジF究会は,「わが日の旭市齢 人lf減社会

によって生 じるさまざまな社会市米題を, 士治体亡

ら克服するため,こ の危機感を共有する首装が集

紺 し,ll+を これか らのまちづ くりの共本に‖え

た政策を辻J写 しなが ら実行することにより 3年
を「I処に1に刑「の科学技術や科学的根拠に水づ く村

統 百「 |ヒ な刊「しい都市モデ ル「Smart Welncss

CI司 の‖架をH指す ものであるJと いう宜言の

もと, に||十1+卜 0)|↑ 装 と)(う生?ぅ ィJF夕tl竹や年が
'「

フと、と

なって発足された なお 挫来ではなく「 lll辛 J

となっているのは言ナ(札 で はな く,ウ エ ル ネス

(lJ々 人が把llかつ4iき がいをもち,安心安全で

士かな■i舌 を↑|む ことのできること)の意味を含

んでいることから1あ えて挫ルkの月こを半にしたと

いうことである

この会の発起人は 7叫t9市の古長 そして大

学の,F先43名 NPO法 人の1,F先 貝 1名 の計 13

名であ り (去 1)初 恒Iで ある今 回のイJF先会II]f

は発案 f/で ある筑波大学ユF:数 1受 の久l1/辞イ也氏が務

めた また スピーカーとして足立信也氏 (厚生

労 lfl大 |■ 政務官 ),沌 本徹氏 (経済た業政策 F」 ),

小林|+氏 (オ ムロンヘルスケア)飯島洋一氏 (H

1月 22日 か ら 2日 ‖日にわた り,筑波

田辺

写真 ]

,ヽ   ヶ

会場の様子

木 IBM),Pi場 オ}怖氏 (ソ フ トバンクテレコム)

の 5″Iと  オブザーバーとして 白治休,大学 ,

,Fケヒ,'「および企業の 州係423名が参加 した

年イは,筑波大学のスポーツ▲学■t攻で,F先 |ミ

をしてお り 中高齢者を対象とした迎 rlJに よるヘ

ルスプロモーションについて1)F究 を進めている

近年,迎動とlf求 には∫する科学白|エ ビデシスが平i

積されたことで 逝動が把をk縦 1+に必要であるこ

とを多 くの人が認〒脱するようにな り さらには

ltlの 政策においても迎動が■要〕とされるように

なった しかしながら,わが田において逆動習世

者はさほど1争 えておらず 上i舌習‖!tr Fl忠者は期加

する一方である 住民のに廉づ くりを推進する地

方白治体としては このような現状がより現実的

発

ｉ
（

筆者 たなべ かい (筑波大学大学院人間総合科学

'F究

科スポーツ医学二!攻ωf先貝 )
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表 ]SWC研 究会発起人 (順不同 破称略)

所 属 氏名

福島県 伊達市長

新潟県 新潟市長

新潟県 三条市長

新潟県 見附市長

茨城県 つくば市長

岐阜県 岐阜市長

兵庫県 豊岡市長

香川県 善通寺市長

熊本県 天草市長

筑波大学大学院人間総合/4学 hFf究お

慶應義 rl大学経済学部 教授

筑波大学大学院人間総合科学研究科

特定非営利活動法人地域交茄センター

ff教授

写真 2 開会の快拶 (富下氏 i善通寺市長)

であると述べた また 包括的な予防システムの

成功例を日本からlL界 に
'可

けて発行するチャンス

であることも付け加えた

そして,久野氏は次の 3点を当イ)「先会のディス

カッションポイントとしてあ,デた |■他方にづ くり

の意欲が低 くてllJ庶 に 1町 旭を抱える多くの人たち

に,把康行rJを ,に こさせるにはどうしたらよい

か ?(31予防や Welnessを キーヮー ドにしたま

ちづ くりは実現可,ヒか ? 十)i苛 齢社会の先進円で

ある日本で 予防システムの成功例をつ くり, lr

界のリーダーシップをとることができるか ?

これらのデ ィスカッションポイントについて
,

市長間で設諭が行なわれた

1つ めのポイン トについて |は1定 氏 (三 粂 F

災)は ,「逝動数室に参加するようなllP H〔 意識の

高い住民の健月ぜをよくすることには一定の効果が

得 られることがわかったが,そ れ以外の住民を芋

業に
'Xり

込むことができていない」とし,久野氏

の指llし た問題が実1外 に生 じていることを明らか

にした さらに,把床づ くり:li共 は参加人数がlr

えるほどコス トが上瞥すことから,畑 政的に拡げた

くても拡げられないJ千態が起こっていることもF]

題であるとした 一方,久 ,:氏 (見附 i「長)は ,

同市が実施する犯康巡動数室の参加者が 1,500名

近 くにのぼることを1,!に あげ,「多 くの1:民が参

加 したことには,数室の活動を住民に見える形で

行なったこと,お よび休力午怖の向 上や医療賞抑

十」といった教室の成)とがデータで示され,テ レビ

.・/授

研究員

仁志田昇司

篠田  昭

國定 勇人

久住 時男

市原 lr._

細江 茂光

中貝 宗治

冨下  袷

安田 公寛

久野 譜也

駒村 康平

山1脈 チБ弘

浜田 蜻彦

かつ深刻なF句煙となっているようで,こ の出〕旭を

チ〕年決するための効果的な対策がみつからずに■の

足をWiん でいると聞く 年者は,Smart weliness

City Wi犯(がそのような‖∬旭を肝決する糸「|に な

るかもしれないと感じ オブザーバーとして当イ,「

先会に参加させていただいた 本稿では,その概

喫をレポー トする

l Smart Weilness Chy実 現 に向けて

一自治体における地域健康施策の現状と課題一

まずは,Jし域での他河こ施策に開する切1先 を企 |コ

的に行なっている筑波大学の久 l1/氏 から,白 治体

における把康施策の既状 と〒オt題 について,プ レゼ

ンテーションがなされた

久 l1/氏 は,「住民の健月こへの開心は高いが他康

態度が熟成 されていない」「意欲が市い|:民のみ

が健康づ くり)業に参加 し,意欲の低い住民をllk

り込めていないJ「脅迫白々なlJr廉 枚育や lrr康づ く

り数室の成功例をもとに拡げるや り方のみでは限

界がある」および「lrl河(施策の評価がしっか りな

されていないJ等の誹題を指llし た上で,「 自然

と他廉行動を促すような映坑のJと術」「利と統可能

な仕刑1み J「永統的な受け皿,指導者, コミュニ

テイ,コ スト」および「民‖j企業や地域医療機・
l

との迪挑J缶:が必要であるとし,住民の犯庶投資

をlllす ようなまちづくりを今後実施していくべき



等のメデイアを通 じて市民に伝えられたことが背

景にあった」 と話 した しか し,「
/rf庶 なんかほ

うっておいてくれという屠を取 り込めていない」

とし,成米をあげてはいるものの,今以 Lに 裾 l・

を拡げることには危機感を感 じていると述べた

裾 lll・ を拡げるアイデアとして, ぼ1定氏は 「住

民とのファース トタッチの坊に薬・Jや 町医者を活

用 してはどうか P そのようなところと共同逝営

することで lla行 の一般財Лと同TL度の金額で裾 lll・

を拡げること1ま できないか ?J と提案 し, ナしナ或医

療供す辻機日と辻J写 できる仕組みが共体化されるこ

とを希望 した また,官下氏 (苦 ll寺 ‖f長 )は ,「把

康づ くりは1:民 全貝が参加できる仕組みづ くりが

必要である」と lfし ,そ の一索 として, 白治体が

lfl取

'こ

動大学 というようなコ ミュニテ イをつ く

り 65茂以上の住民は義務教育のように全貝入

学するような仕和とみをつ くることをあげた 一カ ,

市原氏 (つ くば市長)は 「予防のための犯川せ行

rlJは 起こりにくいので lJr月(ケカをしている人に

は医療Υヤの白已負JJを ll Rら すことや I靡保険のイ

ンセンティブを与えてはどうか P」 と提案 し lt

度行動の動機づけとなる支援や仕‖[み の必要‖■を

証いた この他に 各古民から「保ltnTの 能カアッ

プJ あるいは「将来の他万た状態の見える化」 と

いったアイデアが次々と1壮 案され,各 白治体にお

けるll_"せ づ くり!J「業に刑する日心 と意欲の高さを

感 じた

2つ めの「予防や Weは ncssを キーワー ドに し

たまちづ くりJについて ti志 日1氏 (,I達市長 )

は,「 ,「 辻市ではエコの観点か ら,■ を活用]せず

に通勤をするエコ通勤活動を実オとしている これ

は他慶づ くりという視点ではじまったわけではな

いが,把河ユづくりとしてもとらえられる」 とし

あらllDる 施策の中でll熊づ くりの机点をもつこと

が重要であると述べた 篠田氏 (新潟市長)は ,

「七卜市の規模が大きいと 首長のit咲だけでは職

貝や市議会議員の心が動 きにくいので,他の自治

体での実践的な成功例を職員にデータでll示 し,

納得させた上で進めるのがよいだろう」とし エ

ビデンスの提示による11貝 の動枝付けも重要であ
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る と

'⊥

べ た また,い ず れの市長 も「予 防や

Welnessを キーワー ドにしたまちづ くりを実現

するためには,一人の首長が提案 した村恕で施策

を展開していくことには無別とがあるので 右識者

や複数の首長の角忠を条約 したひとつのl ll想 に基

づき施策を進める必要があるJと し,当初F究会か

らしっか りとした柑想が創出されることを強く希

望 していた

3つ めの「世界に先ぢ[けて予防システムの成功

例を含1出 し,それを日本か ら世界に発信できる

か ?Jと いう点に開しては,争者としても非常に

興味深いポイントであった力二 残念なが ら時間の

祁合で話 し合うまでに至らず,こ のテーマのi発論

は次回に持ち越された

また 上記のポイント以外にも「把llづ くリヨ「

業における,tlyJ tti,米 士十年の専
‖
J‖tの 役キJJに

ついて たヽ論がなされた 白1台体が犯漿づ くリヨ「業

を‖ し辻める_Lで  ,t犯市

“

および栄士士等の iヽl町

職に対するナ明行は大 きい しかしなが ら 住民の

lll川てづ くりや4i活習IⅢ1911 tti斐 予防という彼′ⅢIで

は,凱‖+点でその別行に応えているとは言いWiい

ようである いずれの古長も,把封ぜづ くり司i業 を

成■71に 導 くためには守‖J職の意識 指導¶tW‖ tけ度

および評価制度年のあらVIPる F“での改■が必要で

あるとにJを Jttiえ た また,久」r氏 は「析単論や知

識f上 の論争ではなく 把川てづ くり事業における休

lll獅

' 
米養士等の兵I:町 賄1の位世づけをil論 し そ

こに当てはまる申 I判 職や人材 を育成すべ きであ

るJと 述べ,ま ずはしっか りとしたI‖ 想を定義 し,

その柑想に合わせて白立的に成引とを出せる人材を

市成する必要性があることを訪tい た

2.こ れからの地域健康づくり政策のあり方

厚生労 llJ省 の大に政務官 を務める足立氏 は,「 こ

れか らの地域把床づ くり政策のあ り方Jと 赳 し

討演 を行なった

足立氏 は レ三漆 とケド謹σ)刊乾I11が 2012年 に同 H寺

改定 されるとし その中で,tll_ 把康活rlJは きわ

めて二要 となると述べ た また 「 これか らの 日
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本における成長戦略は味境 と医療 と技¶F■新であ

るJと し こ
'Lま

でのフレームとは別の発想が必

要であるとの見解を示 した さらに,「 日本にお

いて,予 防の分野は今後相当の成長が見込まれる

日本は高齢社会で佃人を工視したテイラーメー ド

メディスンの先瑞を行 くとと(う Jと し, この点も

成長戦W件のひとつとして期待できると述べた こ

の他に 加:用 れi愉の引き上げ,lk康格差社会の処

イL,地域医療保険の一元化, tl月そ診Wiの改■牛の

話についても触れ それぞれの「来旭に対 して行政

がやるべ きこと,仝田共j亜でやるべきこと, 白治

休独自でやるべ きこと,ま たは民‖彎の企業 ボラ

ンティアがやるべきことをしっか り分けて議論す

る必要があると訪といた また,SWCイリF究 会のオ‖

想について,足立氏は把川こ鉢力に応 じたインセン

テイブと非局を拠イ〔とした医琺抒連携の 2つ のポイ

ントはリヤ味深いとし,そ れらをポピュレーション

アプローチとして実現されることをすり]待すると述

べた

医な義塾大学経済学部教授であ り 現在は垢f4i

労 rJJ省 の非■勤i頂 ‖螂も務める Il村氏か らは,「 Jll

床投資社会の必然lFLJについて市‖1貨があった

前船化社会では,社会〕t障 コス トの_Y加 は不可

欠で 年企,にオ〔 介i生 いずれも1[代 ‖〕扶 tiモデ

ルであり持枕性が低下することから, これらを
「

I

避するための中 L・ _),1向 |な 巨1家戦略が必要であると

1旨 llし た そのような‖可;恒 に文Jし ては,「込拍1の

タイミングや把月ご/1D命 の引き tiげ により対応可能

である」とし,llk康づ くりは■要なキーワー ドと

なると述べた また,社会,t険の方村!式 は,「保

険卜「=(受 倫 1/放 /折 l ll人 口数)× (平均受給

額/平均賃金)」 であるが,llf月モづ くり政策は llf

河モ寿命を延長化 して従何人 J比 (受給者 /労 llll人

「
|)の仲びを抑士Jし ,健康状態を改善して平均受

給額を下げることができるため, 自己負担をllV・ ゃ

して受給者放を
'世

やす政策よりもよりよい政策で

あるとの兄狗4を 示 した RLい て,現時点での他月せ

づ くり政策におけるド打題点として,個 人にも自治

体にも犯月そ増逃,医療費 介護チヤの肖1減のインセ

ンティブがないこと (モ ラルハ→デー ドの問題)お

よびイU人が短期洵|な誘惑に影劉とされ,(期 山,Tlt野

に基づ く行rlJ変 容はなかなか起こさないことをあ

げ、今後は白らのltT床 に対 してTli柾白つに投資する

ような把月こ投資社会の l ll集 が必要であると述ベ

た 実際にその行動変容を起こさせるためには
,

①短期洵|1司 題が長期絆F共につながるようにみせる

仕刊[み と ② Jfr康 増との劣力に応じ 保険‖1を ll

額するようなケカ応援P〔1社会保障の 2つが有用で

あるとし,実 )とすれば医琲了1の仲びの抑llや経済

1汁‖生化効剪とがIlll待できると話した

3.地域健康づ くりにおけるソーシャルビジ

ネス活用の可能性

地域 lr齊ぜづ くりにおけるソーシャルビジネスの

lh用 について 経済産業政策局のi屯木氏から話が

あった なお,ソ ーシャルビジネスとは,子育て
,

介護,蝋境対策および地域 ll性化等のlL会 的課題

をビジネスの手法をi舌 )11し て川決することをH的

とした持統的な:!「業Ji体であ り,lL本氏によると

日本での市場狙棋 ()と 冶:,2,100は 1)や舟〔)日 者

独 (既在 32万 人)は ,今後拡大してい くこと

が)'1待 さデとるという

白1台体の健康づ くり刊「業における永杭洵|な受け

Ⅲととしても, ソーシャルビジネスのi舌川が,ll待 さ

れるが,沌本氏は「】と時点ではうまくいっている

Jf柴体はないJと し,lrf川ご分野にかかわらずソー

シャルビジネス白休が,ま だ社会洵1認如度が低 く,

資金司】辻が困坪とであること,社甘 ノウハウ 担い

手 支援人材が不足 していることおよびニーズと

意欲のある担い手とのマッチングがされにくいこ

とが i)と題であると述べた また,「先進計Eは そ

れぞれの糧緯 背景でソーシャルビジネスが,`動

しやすい1対度設計を行なっているJと し 日本独

自の制度設計の必要性 もBと いた 最後に,定住白

立岡柑想についてもlllれ ,そ れぞれの都市の魅力

を活用 して,オH互に役割分担 し,定■この受けlllが

形成されることが

"照

想であ り,こ れらを利用する

ことにより,地域進坊, コミュニティ百生が期待

されると話 した



以_Lの テーマに開して,古長問で活発な議論が

行なわれた いずれの首長も催度づくり事業を拡

大し,永続的に進めるにあたって,白 治体の財政

と人貝だけでは限界があるとし,民間への甘「業移

行あるいは民「可との共同運廿が必要であると話し

た また,久住氏は,「 ソーシャルビジネスとい

う形にこだわらず,委託しやすい祉織が近隣にた

くさんできるような社会染境が坐術されることを

望むJと lTし ,把康づくりが行ないやすい味境が

坐うことを希望した さらに,「民‖」委託するこ

とで白治体のコスト音Ⅲ減につながるのか ?」 とい

う論点について, 久野氏は「コス トの損得には芋

業への参加者数が大きく影袢する」との見解を示

し,「たとえば,10万人規模で考えると,その医

療賞削llk効果を加味すれば総合白|な コス ト収支は

プラスになる そのくらいのオーダーで人を動か

すことを見l liえ て システムをl ll柴 するという考

え方が必要であろうJと 意見を述べた

4,こ れからの健康サービス産業の方向性

民ドH企業か らはオムロンヘルスケア,IBMお
よびソフ トバンクテレコムの 3社 より,各相:の lrf

月そ円迪サービス事業には,し てプレゼンテーション

がなさメをた

オムロンヘルスケアの小林氏は,「高齢化 4と 会

はグローバルな課題であるので,最先】‖高h今化口

である日本は L界の 1土I々 に注 日されているJと
し, 日本における医療 把河こ分 l1/の ビジネスrJJ向

が世 1/「 におけるその分野の試金石 となるとした

また,こ の分野で注 目するキーワー ドに,セ ルフ

ケア,生活の中の生体データセンシングおよび科

学的エビデンスに基づ くセンシング アルゴリズ

ムをあげ,自 社 としては自己管理による予防を奨

励 し,日 々進化するセンサ,データベースおよび

ネットヮーク等からなるサービスプラットフオー

ムを必 4年 にビジネス展開をしてい く考えを示 し

た

日本 IBMの飯烏氏は 自社が考える「Smarter

Ciies llll想 」を紹介 した 見える化 して (Instru―

や卜育ク)牟十→を v01 60 No 3 2010 _90∂

mented), つ なげて (IntercOnnected), 未来 を

予見 して行動につなげる (Intellgent)と いう 3

つの “
IⅢ を糸Lみ 合わせてで きるものが Smarter

Planetで あ り,そ れを都市の レベルで考えるの

が Smarter C■ yであるとし,都市という凧点で

のスマー ト化が今後重要になって くるだろうと説

いた また,Smarter Cihesの 実現には,白 治体

の強いオーナーシップ, ビジネスモデルの狛1立お

よび住民の動 lrt付 け (住民のな欲の向上)が重要

となると.fし た

ソフ トバ ンクテレコムとその日逝会社 Ye‖ow

Digital Health Labの プレゼンテーションでは
,

Ji体センサが非常にコンパク トになっていて,そ
れをモバイルベースで活用できるようになってい

ること およびユーザーのリアルタイムな4i体情

報の見える化が可能となっていることが実動デモ

を交えてホ「 介された また,挑 fl電話のアプリケー

ションを利用して,モバイル インターネットを

利用 したエリアプロモーションが司市ヒであり,住
民の動機付けや行動変容をllす ことにつなげられ

る可能性をlL突 した

いずれの企業 もアプローチ方法は)tな るもの

の,予 防や ltr床サービス産業に刑 して高いll心 を

もっていることがうかがえた しかしながら ど

の企業も共体的なサービスイメージについては検

討課題であるとし,ウと↓点では様子をうかがって

いるという印象をもった ,士論の中で,「イU人が

犯廉行 IJを 白ら実 lJLし ようとするようになれば,

そこにサービスする余地が生まれるJと いう意見

もあ り 把河せづ くりに意欲が低い人も含めた多く

の個人がtt月せ行動に移せるような哄境や4謝 lみづ

くりが■要になると感 じた

5,SWC実 現に向けた今後の取 り組みに

ついて

最後に SWCl)F究 会における主要取組テーマ

についての議論がなされ,今後は表 2に示 した複

数のテーマについて菜 り組んでい くことが決めら

れた 忙床づ くりの概念を盛 り込んだ都市インフ
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表 2 SWC研 究会における主要取組テーマ

OSman Wdhess Chyビ ジョンの策定 精に 何がSmanなのか ? 2,世紀型Srnan

Wtthoss Clソ の理想像の確立

④市民が自然とJf康活動をしたくなる都市インフラ (環境 道路 公園 交通等も含む)

のあり方の検討

C)なか■」を常子動変容を起こせない市民を健原づくりに誘導するための新しい社会技術の

開発

1)ウエルネスコミュニティポイントを利用した市民誘導案

2)科学的なマーケティンク等を活用した広報戦略

3)市民の望ましいヘルスリテランーの百成

①よりЭくの市民が参加でき 民間とも協働しながら 行政コス ト的にもリステイナブ

ル
‐
J「ウエルネスステーション」の成立

1)地域の医療機関 薬局等との地域連挑

2)今後増加する定年退職者の受anと してのlF能も併世持つコミュニティビジネスの

乞」生

(・・「Sman wtthess Cげ」を補築していくための市4・
r員の高度人材育成 (自 治体職員の

合同研修会&研究会の実施)

もも～(,の課鮨における科学的検証と指標設定

表 3 SWC研究会参加自治体の人口統計学的特徴

県
人口密度

(人 /k耐 )

15歳未満

人口 (人 )

15歳未満

=J合
(Or。 )

福島県

新潟冥

新潟県

新潟県

茨颯県

岐阜 tFE

兵庫県

香川県

熊本県

*人口関連データは

キ地域面積データは

ラの整術,ウ エルネスコ ミュニテ ィポイン トを利

用 したインセ ンティブ策の試み,永航的な受け Ul

としてのウエルネスステーションの柑築,あ るい

は SWCを機 1ヒ させ るための人1/1育成…等 と非常

に広い視点か ら把床づ くりをとらえた構想は実に

興味湘  ヽまさに, まちでの打i汁が, まちその も

のが他月モづ くりの場 となるとい う考 え方であ り,

これ までの lrr月モ施策 とは一報 をШFす まった く新 し

い村を(である これ らがスマー トに機能 し,かつ

永続的に機能 しn7Lけ るような共体的な|‖想が当つF

8,861

,OS,738

130

132

13.397 132

127

,58

140

136

131

126

総務省統計局「住民基本台TFに基づく人国 人口動態及び世帯数J(平成盗1年 3月 3,日 現在)を参身R

回土交通省 ∞土地理院「全国都迫府県市区阿村別面積調J(平成21年 4月 ,日現在)を参照

先会で創出されることを期待 したい

なお,午者はこの SWC構想がjl想論ではなく,

実現に向けて大 きな可能性があると感 じている

なぜならば,問題に直面 している複数の自治体の

古長が積 l lA山争にこのようなつF先会を立ち上げたと

いうことは,非′
帝子に重要なポイントだと考えるか

らである ちなみに,表 3は 当イ

'F究

会に参加 した

白治体の人口統計学的特徴である 各自治体の人

|ヨ と面積の規模はさまざまであるものの,i肖愉者

の省」合は,つ くば市 を除いたすべての自1台 体で

11,37013868394525天草市

乏51

3つ 0

8,596

30,224

4034229善通寺市

121185

4,482

乏7024109269889286豊岡市

57,671231411884岐阜市

3,、 59915931 821

95,210

200,555つくば市

546025373

n84

203

42,952見附市

706

2030

128

858

244

551

三条市

ρ26

249

181,844

26,2SO

10,86S

432

726

105427

803273新潟市

18525258

1,I06

68,350伊達市 271

65歳以上

割合 (Oo)

65歳以上

人口 (人 )

両検

(km)

265

人口

(人 )

市
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写真 3 記者会見の様子

20%を 超え,15成未満の子 どもの常J合 は 14%以

下と,少子前齢化が近んでいることがみてとれる

仝 lτl平均は それぞれ 227%,134120で あるか

ら (平成 21れ i8)↓ ]日 ‖↓)',総務省統計局),今

回朱まった白治体にみられる少了高街1化のキ〕合は

特哭なものではない おそらく,全にの大半の白

治体が同じように少子 r」 山↑化を迎えてお り,危機

感を感 じなが らも何から手を出せばよいか悩みな

体育の科学 Vo1 60 No 3 2010 ,Oj

がら施策を展 B刊 しているのではないだろうか 今

匝のイリF先会は,第 1恒十日ということで 9つの自治

体の参加であったが,迪生.発テに人会員が認める

首長を会貝として追加するということなので,今
後,共感する多くの自治体が参入し,金 [I的 な飢

l・ で SWC構想を説論 してより具体的な柑想が創

りあげらイしることを肛うばか りである

最後に,年者は枡タヒ者‖↓でもこのような村犯tに

ついて,よ り専 判的な議論を行ない,SWC実 現

に向けて多 くの地 lkで社会実験を実施 していくベ

きだと感 じた 研究会の中で古長がコメントして

いたように,白 治体は住民や職貝を説得するため

の科学的エビデンスを必要としている 言い換え

れば 十「学的エビデンスがないとまちは変わりに

くいということである これからは 地域の大学

やljl究機関が,白 治体やI∠療機μ,等 々と辿〕:し て

さまざまな征点か らお「学的エ ビデンスを苦社 し

それらを地域に遺元 してい く必要があると思われ

る

保健指導に求められる

個月u運動プログラム作成 。実践ガイド
専門職が指導するメタボリックシンドローム 。介護予防プログラムとは

①久野譜 也 (筑波大学大学院人間総合科学研究科准教授)編著

⑬ B5判 240頁 /定価 2,835円 (本体2700円 +税 5° 0)978476441,02つ

本書|よ 地域 職域において一人ひとりにあった個別運動プログラムの提供をどの

ように具体化していくのかとしヽう課謹に対して 運動を中心とした健康づくリシステム

を構築し 継続的に運営していくためのガイドブックです

R帽郷゛にすけられる
fF湮めフBクラム 1屁 女:,カイト

(株)杏林書院


